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認定経営革新等支援機関の概要 
１．中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（現 中小企業等経営強化法）の一部改正により、本
制度を措置（平成２４年８月３０日施行） 

２．認定基準 
 ①税務、金融及び財務に関する専門的な知識を有していること。 
 ②法定業務（経営革新等支援業務）に係る１年以上の実務経験を含む３年以上の実務経験を有している

こと。 
 ③業務を継続的に実施するために必要な組織体制及び事業基盤を有していること。 

主務大臣 

認定 申請 

中
小
企 
業 
等 

  中小企業等に 
  対する支援措置 

（支援事業） 
経営状況の分析、事業計画策定 
及び実施に係る指導・助言 等 

認定経営革新等
支援機関の関与
を要件とする各種
支援施策 

 

 
   認定経営革新等支援機関 
 
（既存の中小企業支援者 
金融機関、税理士・税理士法人・弁
護士・公認会計士等） 
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【認定経営革新等支援機関が得意とする支援分野】 

※本認定数には、商工会単会や、金融機関等の支店等の数は含まれていないが、例えば、商工会は47都道府県商工会連合会を認定することで、全商工会を
認定支援機関としての体制に含めており、また、金融機関についても同様に、本店を認定することで、各支店を認定支援機関としての体制に含めている 。 

税理士 税理士 
法人 

公認 
会計士 

監査 
法人 

弁護士 弁護士 
法人 

商工会 商工 
会議所 

中小企 
業団体 
中央会 

中小 
企業 
診断 
士 

民間コン 
サルティン 
グ会社 

その他 金融 
機関 

合計 

17,567 2,157 1,998 67 1,470 90 47 370 43 492 556 382 487  25,726 

【直近の認定状況】 

※平成28年11月時点 
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認定経営革新等支援機関制度の趣旨等 
本制度の趣旨 
 ①本制度は、「経営革新等支援業務」を適確に実施できる者を国が認定するもの。 
 ②「経営革新等支援業務」は認定を受けた者以外の者も実施できるが、当該認定制度を設けることで、中小企業

が経営革新等に関する取組をするに当たり、安心して当該取組に関する経営支援を行える者を選択できるように
することを目的としている。   

 ③その上で、各認定経営革新等支援機関が具体的にどのような活動を行っているか中小企業が選択できるよう、各
経済産業局のＨＰに必要情報を掲載し、（独）中小企業基盤整備機構のＨＰに検索システムを設けている。 

①経営革新等支援業務の内容 

●経営革新若しくは異分野連携新事業分野開拓を行おうとする中小企業、 
●経営力向上を行おうとする中小企業等、 

の経営資源の内容、財務内容その他経営の
状況の分析 

●経営革新のための事業、 
●異分野連携新事業分野開拓に係る事業、 
●経営力向上に係る事業、 

の計画の策定に係る指導及び助言並びに当該計画に従って行われる事業の
実施に関し必要な事業 

経営革新等支援業務を適確に実
施できる者として認定を受けた者 
   【ＨＰで情報公開】 

経営革新等支援業務を実施する者 

中小企業支援に関する業務を実施する者 

②認定経営革新等支援機関の位置づけ 
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認定経営革新等支援機関の認定基準 
１．知識に関する基準 
【要 件】（省令及び基本方針で規定） 
 税務、金融及び企業の財務に関する専門的な知識を有していること又は同等以上の能力を有していること。 
【具体的内容】（Ｑ＆Ａで明記。） 
 以下のいずれかを満たしている必要がある。 
 ①士業法や個別業法において、税務、金融及び企業の財務に関する専門的知識が求められる国家資格や業の免

許・許可を有すること。 
 ②中小企業等経営強化法の規定に基づく経営革新計画等の策定に際し、主たる支援者として関与した後、当該

計画の認定を３件以上受けていること。 
 ③①②を満たさない場合は、（独）中小企業基盤整備機構が実施する税務等の知識付与を目的とした研修を受

講し、試験に合格すること。 

２．実務経験に関する基準 
   中小企業等に対する支援に関し、経営革新等支援業務に係る１年以上の実務経験を含む３年以上の実務
経験を有していること又は同等以上の能力を有していること。（省令及び基本方針で規定） 

  ※ 上記を満たしていない場合、（独）中小企業基盤整備機構が実施する計画策定の演習等による実践向け
の研修を受講し、試験に合格すること。（Ｑ＆Ａで明記） 

３．体制に関する基準 
   経営革新等支援業務を長期間にわたり継続的に実施するために必要な組織体制（管理組織、人的配置等）
及び事業基盤（財務状況の健全性、窓口となる拠点等）を有していること。（基本方針で規定） 

  ※ 個人の場合は事業基盤の有無のみを確認。 

（１）１．及び３．の基準は、経営革新等支援業務の適確な実施を確保することを目的としたもの。 

（２）２．の３年の実務経験基準は、実質休業状況ではなかったかどうかを確認するもの。１年の経営革新等支援
業務の実務経験基準は、より実践的な経営革新等の取組支援を行えるか確認するもの。 
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認定経営革新等支援機関に対して求めてきた活動 
 認定経営革新等支援機関に対して、「経営革新等支援業務」のほか、経営課題全般に対する支
援や中小企業支援施策と連携した支援活動も求めてきたところ。 

１．経営革新等支援業務関係 
 ①経営状況の分析等 
    経営革新等を行おうとする中小企業の財務状況、事業分野ごとの将来性、キャッシュフロー見通し等の経営状

況に関する調査・分析。 
 ②事業計画の策定・実行支援 
    経営状況の分析等の結果に基づく中小企業の経営革新等に係る事業の計画（経営改善計画、資金計画、

マーケティング戦略計画等）の策定及び計画の円滑な実施に係るきめ細かな指導及び助言。 
 ③モニタリング支援 
    経営革新等に係る支援を実施した案件の継続的なモニタリング。                         等 

２．経営課題全般に対する支援関係 
   中小企業の経営改善や創業、新事業展開、事業再生等の中小企業の抱える経営課題全般に関する指導及
び助言。 

３．中小企業支援施策と連携した支援関係 
   中小企業支援施策の周知や補助金、融資制度等を活用する中小企業の支援（経営革新等に関連する補助
金や融資制度で、申請の際に補助対象事業に係る事業計画の策定に関する認定経営革新等支援機関の支援
を要するものについては、当該事業計画策定支援が１．の経営革新等支援業務にも該当。）。 
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認定経営革新等支援機関の活動状況～補助金等に対する関与～ 
 一部の補助金等は、事業計画等の実効性確保のため、認定経営革新等支援機関が事業計画
等の策定に関与することを申請要件としている。 

革新的ものづくり・商業・サービス開発支
援補助金 
※ 上記の名称は平成２８年度補正予算の名称であ

り、名称変更を行っている。 

平成２４年度～２８年度（全て補正予算） 申請件数（累計）：１１７，９９５件 
※平成２４年度～２７年度補正までの

実績 

創業・第二創業促進事業 
※ 上記の名称は平成２８年度予算の名称であり、
名称変更を行っている。 

 

平成２４年度～２６年度（全て補正予算）、２７
年度及び２８年度当初 

申請件数（累計）：２７，５３４件 
※平成２４年度～２６年度補正及び平

成２７年度当初までの実績（平成２８
年度当初から、申請要件としなく
なった） 

経営改善計画策定支援事業 
（認定経営革新等支援機関が経営改善計画の策定
を支援した中小企業に計画策定費用等を補助） 

平成２５年度～平成２８年度 申請件数（累計）：１１，０３３件 
※平成２５年度～平成２７年度までの

実績 

中小企業経営力強化資金 
（認定経営革新等支援機関が事業計画策定に係る
助言等を行った経営革新等を行おうとする中小企業
に対する日本政策金融公庫による低利融資） 

平成２４年度～平成２８年度 融資件数（累計）：１９，５２０件 
※平成２４年度～平成２７年度までの

実績 

経営力強化保証制度 
（金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援を
受けて、事業計画の策定及び計画の実行に係る進
捗報告を行う中小企業に対する信用保証料の減免） 

平成２４年度～平成２８年度 保証件数（累計）：９，８４９件 

商業・サービス業・農林水産業活性化税
制 
（認定経営革新等支援機関から経営改善に関する
指導・助言を受けた中小企業が経営改善に資する
設備を導入した場合の税制措置） 

平成２５年度～平成２８年度 適用件数（累計）：８，７５５件 
※平成２５年度及び２６年度の実績 
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認定経営革新等支援機関制度の運用 
 申請時の申請書記載事項に変更が生じた場合は、変更届けを提出することが必要。 

 「経営革新等支援業務」の運営に関してのみ、本法に基づく行政処分の対象。 

主務大臣 
（経済産業局長／財務局長） 

認定 
申請 

 

 
   認定経営革新等支援機関 
  

申請書記載事項 
 
①氏名又は名称、住

所等 
②事務所所在地 
③経営革新等支援

業務に係る次の
事項 

 ・当該支援業務の
内容 

 ・当該支援業務の
実施体制 

 ・その他 

当該事項に変更が
生じた場合は届出 

中小企業 

「経営革新等支援業務」
の運営に関して改善が
必要な場合 

経営支援 

改善命令（従わなかった場合は認定取消） 

届出実績：３，６７３件（平成２８年１１月現在） 

命令実績：０件 
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認定経営革新等支援機関の活動状況の見える化に係る取組 
 各経済産業局のＨＰで、全ての認定経営革新等支援機関の情報を公開している。 

 また、（独）中小企業基盤整備機構のＨＰで検索サイトを開設し、中小企業者が求めている支
援内容に対応できる認定経営革新等支援機関が検索できるようになっている。 

①全認定経営革新等支援機関の情報を掲載。 
②名称、種別、所在地、連絡先は、原則、全ての機関について記載。 
③セールスポイント、相談対応が可能な内容、支援可能業種、主な補助金支援実績、連携している支援機
関については任意で記載。 

１．各経済産業局のＨＰ 

①中小企業庁が実施する認定経営革新等支援機関に対する活動状況に関する任意調査の回答者の情
報を掲載。 

②各経済産業局のＨＰ記載事項と基本的には同じ事項を掲載。 
③ただし、相談内容について、得意分野を掲載の上で、各分野に係る支援内容を掲載。事業者の求めに
適した支援機関を検索できるようにしている。 

④検索件数は、約２８万件（平成２８年１１月現在） 

２．（独）中小企業基盤整備機構のＨＰ 
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（具体例）各経済産業局のＨＰ及び検索サイトの画面 
【認定経営革新等支援機関Ａを検索した場合の（独）

中小企業基盤整備機構・検索システム画面】 
※都道府県毎に、認定日順に掲載。 
名称、店舗名、種別、金融機関属性、本店・支店 
ＰＲポイント 
所在地、連絡先 
具体的相談内容等 
支援可能業種 
主な補助金支援実績 
連携支援機関 
参画している地域プラットフォーム 
ミラサポへの登録 
認定号、認定日 

【経済産業局ＨＰ】 

←認定経営革新等支援機関名 
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認定経営革新等支援機関の活動状況の把握 
 「中小企業等の経営強化に関する基本方針」に基づき、毎年、定期的に認定経営革新等支援機
関に対して、活動状況等に関する任意調査を実施。 

 平成２６年には、支援を受けた中小企業に対してもアンケートを実施。 

１．認定経営革新等支援機関に対する任意調査 
   これまで、平成２６年度及び平成２７年度に実施。 
  ①調査対象機関数 
    平成２６年度：１９，７８８機関 
    平成２７年度：２３，１４３機関 
  ②回収率 
    平成２６年度：４２．８％ 
    平成２７年度：３１．１％ 
  ③主な調査項目 
     得意分野及び得意な支援内容、関与した補助金の採択実績、経営状況の分野や事業計画策定支援の実

施状況、支援後のモニタリング実施状況、支援機関との連携状況 等 

２．中小企業者に対するアンケート調査 
   平成２６年度に実施。 
  ①調査対象事業者数 
    １７，６００事業者 
  ②回収率 
    ４４．４％ 
  ③主な調査項目 
     補助金活用時に認定経営革新等支援機関を選んだ経緯及び理由、採択後のフォローアップ、補助金活用

時以外で支援依頼をした経営課題及び支援内容 等 
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認定経営革新等支援機関の活動状況の把握 
 認定経営革新等支援機関を選んだ経緯（補助金活用時）は、日頃からの相談相手であったり
過去に支援を受けたことがあったからという理由が約７割。ＨＰ検索等で調べたのは５％程度。 

 また、申請時に受けた支援内容は、補助金活用に必要な手続支援が最も多くなっている。 

 補助金活用時以外では支援を受けていない事業者が約半数となっている。 

【補助金申請時に認定経営革新等支援機関を選んだ経緯】 【補助金申請時の支援内容】 

（出所）中小企業庁「中小企業・小規模事業者に対する認定支援機関の支援実態等に関する調査結果」（平成26年） 

【補助金申請活用時以外の関係】 
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認定経営革新等支援機関の活動状況の把握 
 ものづくり補助金の申請サポートをした認定経営革新等支援機関は、金融機関が６割超。経営
改善計画策定支援事業に関与した当該機関は、税理士が約５７％。 

 ものづくり補助金採択事業者へのアンケートでは、申請時のサポートは評価が高い一方、補助金
採択後における助言等の支援に係る評価は必ずしも高くない。 

①ものづくり補助金の申請に際して事業計画の確認を受けた認定経営革新等支援機関 

46.7%

45.3%

62.2%

9.5%

16.4%

2.8%

3.2%

6.8%

9.5%

11.2%
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補助事業の制度概要についての説明

応募・交付に係る事務手続きについての説明

事業計画策定や申請書類の書き方に関する助言

事業体制の構築に関する助言

事業計画の見直し・改善等に関する助言

技術開発に関する助言や専門家派遣

販路開拓に関する助言や専門家派遣

補助事業終了後の事務手続きに関する説明

総合的な相談窓口支援

補助事業以外に活用可能な支援策に関する助言
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0.6%
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5.7%
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0.1%
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0.0%
0.1%
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1.3%
3.1%

4.8%
8.0%

1.3%
20.0%

33.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

その他

個人コンサル

公益社団法人

公益財団法人

一般社団法人

一般財団法人

ＮＰＯ法人

民間コンサル

行政書士

社会保険労務士

中小企業診断士

全国中小企業団体中央会

商工会議所

商工会

弁護士法人

弁護士

監査法人

公認会計士

税理士法人

税理士

その他金融機関

信組

信金

地銀

③認定支援機関に対する評価（期待どおりであった支援） 

（出所）①③：全国中小企業団体中央会による補助金採択事業者に対するアンケート調査（平成２７
年１１月） 

     ②：中小企業庁調べ 

②経営改善計画策定支援事業に関与した認定経営革新等支援機関 
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